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はじめに
「IT革命」という言葉や、e-mailに代表される「e」が流行語になってからすでに10年が経とうとしている。この間、社会の仕組みは急速にIT化され、ブロードバンドが新たな社会インフラとして定着し、ライフスタイルもビジネススタイルも目まぐるしく変化を遂げてきた。一般社会の７倍ほどの速度で時間が進むといわれるIT業界はかつて「ドッグイヤー」という言葉で表現されてきたが、現在はさらにそのピッチを速めている。
そうした中、2007年頃からITキーワードとしてSaaS（software as a service）というものが頻繁に見られるようになった。SaaSとは「ベンダーが所有し稼動させているソフトウェア
機能を、ユーザー企業がネットワーク経由で利用するサービス形態」を指すユーザー企業はソフトウェアを所有せずに利用するだけである。ユーザー企業はベンダーにソフトウェアのライセンス料ではなく、サービスの利用料を支払う。ハードウェアの分野では常識になった「使った分だけ対価を支払う」という考え方がソフトウェア分野にも広がってきたのである。これまで企業はソフトウェアを「所有」することによって多くの利便性を得ると同時に、相応の負荷（経営資源の投資）も強いられてきた。独自システム
を構築するにしろパッケージソフトを導入するにしろ、利便性を得るためには、ヒト、モノ、カネといった経営資源を投入し続けなければならなかった。企業は負荷なくして利便性を得ることはできなかったのである。しかし、現在、ソフトウェアの分野もハードウェアの分野と同様に「所有から利用へ」と推移し、負荷なくして利便性を享受できる時代がきたのである。ソフトウェアを｢所有｣するのではなく｢利用｣する、初期投資が不要となる同種のサービス形態であるASP
は以前から存在していたが、SaaSはカスタマイズの自由度や使い勝手の向上により注目されている。
このような利用型のソフトウェアサービスを企業が安心して採用できるよう、行政も環境整備を進めている。利用型サービスが「企業の生産性向上の基盤」になり得るよう、総務省では情報セキュリティ対策のガイドライン策定を、経済産業省ではユーザ企業が利用契約を締結する際のガイドライン策定を、それぞれ進めている。このように利用型サービス普及の下地は整いつつある。
このSaaSは、アメリカでは既に普及しているのだが、今後日本において、主にSIer
（システムインテグレーター）にどのような影響を与えるかについて考察していくのが本稿の目的である。
第1章　SaaSとSaaSを巡る動き
１　アメリカで先行するSaaS
　アメリカの経済誌「フォーブス（Forbes）」のWebサイト｢Forbes.com｣が2007年１月に発表した「過去５年間で急成長を遂げたテクノロジー企業25社で、３位にはセールスフォース・ドットコムが、２位にはグーグルがランキングされている。セールスフォース・ドットコムは企業向けにCRM
、SFA
（Sales Forces Automation）のアプリケーションソフトウェアを、インターネットを通じて提供している会社である。言うまでもないが、グーグルはインターネット上のあらゆる情報・コンテンツに対する検索サービスを提供する企業である。最近では検索サービスのみならず、地図情報サービス（グーグル・マップ）やワープロ・表計算ソフト（Google Docs & Spreadsheets）など多種多様なサービスをインターネット上で提供している。この両社の共通点はその事業モデルである。ソフトウェアの機能を、インターネットを通じてサービスとして提供する事業モデル、すなわちSaaS事業である。

　現在の企業向けSaaS市場をリードするセールスフォース・ドットコムの顧客企業数は、2003年12月時点では約8000社だった。この数字は2007年１月末時点では２万9800社と、ここ３年間で４倍近くにまで膨れ上がっている。既にアメリカではセールスフォース・ドットコムの成功に続けとばかりに、CRMに限らず、ERP
、SCM
、HRM
など様々なアプリケーションがSaaSの形態で提供されており、SaaS事業に参入するベンチャー企業も後を絶たない。また、ベンチャーキャピタルのSaaSプロバイダへの期待も高まっており、アメリカの投資銀行であるトリプル・ツリーの調査によると2005年にはベンチャーキャピタルからSaaSプロバイダに対して４億6000万ドルもの金額が投資されており、これは、ベンチャーキャピタルのソフトウェア関連企業に対する投資額の約10％に相当する。さらに2006年10月、アメリカの調査会社であるガートナー社は「アメリカ市場におけるSaaSの売り上げが、新規ソフトウェア全体に占める比率は拡大を続け、2005年の５％から2011年には25％に達する」との予測を発表している。
このソフトウェアのサービス化の波には、あのソフトウェア業界の巨人であるマイクロソフト社ですら脅威を感じおり、SaaSによってマイクロソフト・オフィスの牙城が崩されるのではないかとの考察もある。

２　SaaSとは
　先にも述べたが、SaaSとは「ベンダーが所有し稼動させているソフトウェア機能を、ユーザー企業がネットワーク経由で利用するサービス形態」をいう。ユーザー企業はソフトウェアを所有せずに利用するだけなので、ベンダーにソフトウェアのライセンス料ではなく、サービスの利用料を支払う。

　ソフトウェアの分野では1990年代、ユーザー企業ごとに独自のシステムを開発するという方法から、パッケージソフトを購入し活用する方法へと変わった。メーカーごとに異なるソフトウェアを必要としたメインフレーム
から、どれも同じOS
とCPU
（中央演算処理装置）で動くサーバー
へとハードウェアが移行したために、パッケージソフトがビジネスとして成立する基盤が整ったのである。
　そして今、SaaSの登場により、ソフトウェアの所有からサービスの利用へという変化が加速している。ユーザー企業は、パッケージソフトの購入に伴って生じる負荷を抱えることなく、ユーザー企業の要求に応じてカスタマイズされたソフトウェアの持つ機能を、サービスとして利用できるようになったのである。

この動きは、ユーザー企業やベンダーだけでなく、その間に位置するSIer（システムインテグレーター）や販売チャネルにも大きな影響を与えていく。
SaaSの仕組み

　ここでSaaSの簡単な仕組みを紹介しておこう。図1はその模式図である。SaaSベンダーによってユーザーに提供されるソフトウェアは、データセンター
内に設置されたサーバー上で稼動している。ユーザーは遠隔地のサーバーにインストールされたソフトウェアを、インターネットに接続されたパソコンなどのWebブラウザを通じて利用する。データセンターにはソフトウェアだけでなく、顧客から預かったデータも保管されているため、耐震性、監視・管理体制、遠隔バックアップなどで非常に高度なセキュリティが求められる。データセンターにはSaaSプロバイダが自ら所有し管理を行う場合と、大規模なサーバーやストレージ
機器、ネットワーク回線設備を備え、それらの運用管理を請け負う専門の事業者にアウトソースする場合がある。自社で高額な大容量回線を維持したり、ネットワーク管理の専門家を雇ったりするよりも専門のデータセンター事業者にアウトソースした方が安価で高品質なサービスを受けることができ、自社のコア業務に専念することができるので、アウトソースするのが一般的である。なお、ソフトウェアのメンテナンスやバージョンアップはSaaSプロバイダの責任で行われる。
（図１）
[image: image1.png]SaaS7 7V —vav

/
V

e H—RNA

T
H—i—





３　SaaSのメリット

　SaaSがユーザー企業に与える最大のインパクトは、ソフトウェアを「利用」することで負荷の発生を抑えること、である。負荷とは、ヒト、モノ、カネといった経営資源を消費することをいう。これまでソフトウェアを利用するには、購入するしかなかった。ユーザー企業は購入したソフトウェアを「所有」することで利便性を得る一方で、負荷も引き受けなければならなかった。「所有」という形態においては、利便性と負荷は不可分の関係にある。
　負荷の軽減を始めとした、SaaSによるユーザー側のメリットとして「コスト削減」「運用管理作業の事業者への一任」「利用の容易さと迅速性」「柔軟な利用」「最新機能のシームレスな利用」の5点が挙げられる。
１．コスト削減
SaaSではプロバイダ側の設備にインストールされたソフトウェアをインターネット経由で利用するため、ソフトウェアを自社の環境にインストールするためのサーバー設備やシステム設計、それらを構築するエンジニアにかかるコストが不要になる。さらに導入後の運用管理も、クライアント
側の管理を除けば基本的にはプロバイダ任せとなり、人材や資金の節約になる。これによって導入時の初期費用および導入後の運用管理費用を中心にコスト削減ができる。またSaaSでは利用期間に合わせて料金を支払うのが一般的なので、パッケージソフトウェアのように利用前に多額のライセンス料金を支払わなくて済む。

２．運用管理作業の事業者への一任

　サーバーの維持管理やソフトウェアの保守管理はすべてSaaSプロバイダが実施するのでITインフラの維持管理のために専任の管理者を置くなど、社内資源を割く必要がなく、IT要員不足に悩む中小企業には大変魅力的である。
３．利用の容易さと迅速性

　パッケージソフトウェアを使用してCRMやERPのシステムを構築する場合、実際に運用が始まるまでに３，４年もの期間を要することがざらであった。このため、実際に運用が始まるころには企業をとりまく環境は変化し計画当初の要件と現状がそぐわなくなってしまうことも少なくなかった。また、開発が長期間にわたるためシステムが複雑化し、柔軟性に欠け、保守性の低下を招くケースもあった。SaaSでは自社内にシステムを構築する場合に比べ、ハードウェアの調達、環境設定、ソフトウェアの導入、運用計画の策定などの作業が不要となるため、一般的には数週間から３ヶ月程度、複雑なカスタマイズやアプリケーション連携を要する場合でも半年程度でサービスの利用を開始することができる。
４．柔軟な利用

実際に使ってみて自社の業務に合わなければすぐに利用を取りやめるといった使い方が可能である。利用前に多額のライセンス料金を支払う場合ではこうはいかない。また、SaaSでは急なユーザー数の増減などにも柔軟に対応できる。ユーザーが増える場合にはSaaSプロバイダに増加分の申し込みをすればよい。逆にユーザーが減れば次回に減少分を申し込まなければ良い。このように、ユーザー数、利用期間がはっきりしない場合にはSaaSの利用が適している。
５．最新機能のシームレスな利用

　従来のパッケージソフトではバージョンアップは２，３年に１度の頻度であり、バージョンアップをするかどうかは、その時期を含めてユーザーの判断に委ねられる。新バージョンへの移行作業や維持管理は全てユーザー側が行わなければならないので、多額のコストとなる。また、バージョンアップ時にはシステムを停止しなければならない場合がほとんどであり、ユーザーに不便を強いる。一方、SaaSではソフトウェアはプロバイダが所有し、維持管理するのでバージョンアップはその時期決定も含めてプロバイダが行う。さらにSaaSでは頻繁にバージョンアップを行い常に最新機能をユーザーに提供する。また、ユーザーはバージョンアップの際にシステムを停止する必要はない。
４　ASPとSaaSの違い
　ASP（アプリケーションサービスプロバイダ）とは、SaaSと同様に「ソフトウェアの機能を、インターネットを通じて提供するサービスモデル」であり、１９９０年代後半から２０００年にかけて一時期脚光をあびた。ASPとSaaSは基本的にはコンセプトの違いはない。両者とも「ソフトウェアのサービス化」に向けた取り組みのひとつであり、「所有から利用へ」という大きな流れのなかに位置することは間違いない。

しかしこのASPが実際に普及することはなかった。ではなぜ、今になってSaaSが脚光を浴びているのだろうか。その理由は、社会的要因と技術的要因の二つの側面から以下に述べる。

社会的要因

１．ブロードバンド環境

　誰もが指摘する最大の違いは、高速インターネット回線の低価格化である。１９９９～２０００年の企業ネットワーク環境は、アナログ回線
やISDN
回線が中心であり、現在のように高速で安価なインターネット接続環境は整っていなかった。また、常時接続も普及していなかったため、ネットワーク接続コストがソフトウェアの所有コストを上回り、逆に経費がかさむという本末転倒な状況を招いていた。ネットワーク接続費用を払うより、ソフトウェアを所有するほうが経済的であったのである。ちなみにアナログ回線の下り速度は４５kbps前後、ISDN回線では６４～１２８kbps、現在の主流であるADSLは１．５～１２mbpsである。光回線至っては１０～１００mbpsである。通信速度の違いは歴然である。
２．情報システムに対する意識変化

　二つ目の社会的要因として挙げられるのは情報システムの在り方に対する企業の意識変化である。例えば、前述した独自システムの構築からパッケージソフトの購入へという変化である。これまで常に独自の情報システムを構築してきた企業が、業務環境の急変に対応できないプログラムを自社で何年もかけて開発したところで非合理であると気づいたのである。そして非コア分野では高いコストをかけて独自性を追求するよりも、標準的なものを使って効率化したほうが良いと判断するようになった。この判断がパッケージソフトへの移行に弾みをつけた。
しかし、多くの日本企業は効率化のためにパッケージソフトを選んだという初心を忘れ、自社の業務プロセスに合わせてパッケージソフトのソースコード
を書き換えてしまっている。こうした改造を繰り返し、結局独自の情報システムを開発したのと変わらない、なんてケースもある。その結果、プログラムコード
は複雑に絡まり合い、ブラックボックス化し、動いてはいるもののもはや誰も手をつけられないようなシステムを作り上げてしまう。

最近ではIT投資に対する経営者の目はシビアになっている。改変したパッケージソフトのバージョンアップを多大な手間とコストをかけて今後も続けていくことは困難であるし、非合理である。その際、バージョンアップの負荷からの開放を望み、パッケージソフトの購入ではなくSaaSの利用を検討する企業は増えていくはずである。
３．情報セキュリティ

3つ目の社会的要因は情報セキュリティ対策である。ASPの時代には情報セキュリティの問題があった。それは自社の外部に重要なデータを預けることの不安である。情報漏洩や不正使用に対する懸念から、顧客情報や会計データなどの機密データを第三者に預けることに対し、不安を覚える企業は少なくない。このため、ユーザー企業は「情報漏洩、不正使用、改竄などを防止する対策が適切に実施されているかどうか」、「障害や災害発生時に備え、十分なバックアップ
対策が施されているかどうか」といったセキュリティ／バックアップ対策などについての説明を求めることになるだろう。このとき具体的な説明と同時に、第三者機関による客観的な評価を提示すべきなのだが、当時のASPはユーザー企業の不安を払拭するだけの説明材料を示すことができなかった。

一方SaaSについてもセキュリティの問題は依然としてユーザー企業がSaaSの採用を躊躇する大きな要因の一つとなっている。しかし、ベンダー側はユーザーのセキュリティに関する不安を払拭しようと、ASP時代に比べ大幅に進歩したセキュリティ対策を講じている。

アメリカのセールスフォース・ドットコムを例に挙げると、同社は「SAS70TypeⅡ」という監査をクリアしており、この監査報告書を「いつでも顧客に提供することが可能」とし、「弊社のセキュリティは、一般企業が独自に実装可能なデータセキュリティをはるかに超えていることが、第三者の監査により確認されています」と宣言している。「SAS70TypeⅡ」とは米国公認会計士協会の監査基準委員会によって定められた、業務を委託するアウトソーソング・サービス事業者の内部統制に不備がないかを評価するための監査基準である。全てのSaaSプロバイダがこうした第三者機関の監査を完了しているわけではないが、ユーザーの信頼を勝ち取るためにも、徐々にこの傾向は強くなっていくはずである。

実際日本でもSaaS/ASP事業者のISO27001/ISMS取得数は増加している。ISO27001/ISMSとは、個別の技術対策の他に、マネジメントとして組織自らのリスクアセスメントを行い、必要なセキュリティレベルを決め、プランを持ち、資源配分を行い、システムを運用する、国際的に整合性のとれた情報セキュリティマネジメントに対する第三者適合性評価制度であり、2005年10月14日に情報セキュリティマネジメントの世界標準として規格化されている。その他、品質管理に関するISO9001や会社所有の個人情報について適切な管理マネジメントシステムを持っている会社を認定するプライバシーマーク等の外部監査機関による資格の取得数も伸びている。

また、経済産業省は2008年1月21日に「SaaS 向けSLA ガイドライン」を発行した。これにはSaaSの概要や特徴、SaaS 利用におけるSLA
の重要性、SaaS 利用における情報セキュリティを中心としたSLA 上の確認事項などについて述べられている。さらに同年1月31日には総務省が「ASP/SaaSにおける情報セキュリティ対策ガイドライン」を発行しており、ASP/SaaS サービスの利用が企業等の生産性向上の健全な基盤となるよう、ASP/SaaS 事業者における情報セキュリティ対策の促進に資するため、ASP/SaaS事業者が実施すべき情報セキュリティ対策を取りまとめた内容となっている。
このように、ユーザー企業の情報セキュリティに対する不安を解消するだけの材料が揃いつつある。「機密情報だからこそ社内で保管すべきであり、外部に出すなどとんでもない」といった意見が一般的であるが、このような情報セキュリティの整備に伴い、「自社の機密情報だからこそ専門のベンダーに任せたほうが安全」といった正反対の意見も見られるようになり、ユーザー企業側の意識変化もSaaSを後押しする要因となっている。
技術的要因

１．インターフェース

　ASPは単にパッケージソフトウェアをサーバーに載せ、フロント部分をHTML
化したに過ぎないものが一般的で、ブロードバンド環境の未整備ともあいまって、ネイティブなWebアプリケーションと比べてパフォーマンスは劣り、データ入力のたびにページ全体を更新する必要があり、使い勝手の良いものではなかった。
これに対してSaaSでは開発当初からWebでのサービス提供を前提として設計されているため、ネイティブなWebアプリケーションと比べてパフォーマンスが劣るということはない。操作性に関しても、トレーニング不要な、非常に直感的なユーザーインターフェースを実現している。さらにWebページの一部を動的に更新できるAjax技術が登場し、SaaSプロバイダが積極的に採用し始めたため、オフィスソフトなどと同様の使い易さを実現している。トレーニング不要な直感的インターフェースは、トレーニング、マニュアル、コールセンターに要するコストの削減につながる。
２．アーキテクチャ

　ASPではサーバーのなかに「一つだけの動作環境（インスタンス）に、一組だけのビジネスルール」を設定するシングルインスタンス・シングルテナント（以下シングルテナントと略称）の方式を一般的にとっていた。この一組だけというビジネスルールを受け入れるユーザーであれば、サーバーを共同利用できる。逆に受け入れないのであれば、新たに別のサーバーを用意しなければならない。ユーザーのカスタマイズへの要求などもあり、ひとつのサーバーを単一のユーザーが占有するケースが一般的であった。

これに対してSaaSではサーバーのなかに「一つだけの動作環境に、複数組のビジネスルール」を設定するシングルインスタンス・マルチテナント（以下マルチテナントと略称）の方式をとっており、一つのサーバーで複数のユーザー管理をしている。
コンピューターで事務などの処理を行う場合、コンピューターの処理能力を上限として処理量が多ければ多いほど業務効率と経済性が向上する。逆に処理量が少なければコンピューターの維持費といった固定費用に圧迫されて経済性が低下する。これがコンピューターによる規模の経済である。
このコンピューターによる規模の経済はマルチテナントにあてはまる。図２を見てもらいたい。ASPのようにシングルテナントの場合だと、サーバーの処理量はその一つのユーザー企業の社員数が上限となる。より大きな規模の経済を享受したいと考えても、社員数以上に処理すべきデータはないのである。固定費用も考えれば規模の経済を得る前に上限達してしまうこともありえる。さらに、ユーザー企業ごとにデータベース
やサーバーを用意するためサーバーコストや運用コストが個別にかかり、この固定費用も高くつく。
一方マルチテナントの場合は、複数のユーザー企業の処理を行うため、サーバーの処理能力の上限まで処理量を増やすことができ、より大きな規模の経済を享受することが可能である。また、複数のユーザーでサーバーをシェアすることで、サーバーコストや運用コストも抑えられ、固定費用も安くつく。

マルチテナントは、より多くのユーザーを１つのシステムで管理することにより、規模の経済を獲得しようとする試みであり、このマルチテナントによる規模の経済こそがSaaSの利益の源泉である。
（図２）
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３．カスタマイズ性
　ユーザー企業の利便性に関する最大の違いは「カスタマイズできるレベル」である。ASPでのカスタマイズの基本は、豊富なテンプレート（ひな型）の提供であり、ベンダーが設定したサンプルのなかでの選択肢でしかなかった。一方SaaSはそれぞれの企業独自の規程や業務プロセスをそっくりそのまま引き受けることができるレベルを目指している。カスタマイズとは他社との差別化である。この差別化こそが競走戦略の基本であることを考えればSaaSとASPがユーザー企業に与えるインパクトの違いは明らかであろう。ところで、一概にカスタマイズといっても、その内容は様々である。混乱が生じないように、ここでカスタマイズに「機能」「時間」「保守性」の３つの条件を定義する。第１条件である「機能」とは、カスタマイズによって実現される機能の範囲の広さや深さを指す。第2条件の「時間」とはカスタマイズに要する時間である。第3条件の「保守性」とはカスタマイズを施したソフトウェアがバージョンアップなどの将来の変化に耐えられる度合いをいう。バージョンアップの度に、カスタマイズを施した箇所への影響を調査しなくてはならないようなシステムは保守性が低いと判断される。また、これらの3つの条件を満たさなければマルチテナントによる経済性を実現することはできない。
　ASPは機能、時間、保守性の3つの条件を同時に満たすことができなかった。ASPが提供していたテンプレートを採用する場合、カスタマイズにかかる時間は短く、将来のバージョンアップなどに対する保守性は保証されていたが、カスタマイズによって実現できる機能はテンプレートの範囲内に限定されており、各企業独自の業務のやり方に合わせたカスタマイズができなかった。中にはテンプレートの範囲を超えたカスタマイズの要求に応えようとするASPベンダーもいたが、この場合カスタマイズにかかる時間と将来の保守性が犠牲となり、相応のカスタマイズ費用がかかった。時間が必要だったのはASPベンダーの情報システムエンジニアがユーザーの要求に従ってコードの改変や追加を行っていたからである。情報システムエンジニアがコーディング
を行えば、それに要した時間の分だけ費用が発生する。テンプレートの範囲を超えた要求を受け入れた時点で、費用が軽く、導入が容易というASPの特徴は消えてしまう。もちろん将来の保守性も犠牲になる。

一方SaaSでは、この一般的にトレードオフの関係にあるカスタマイズの３つの条件を同時に満たしている。というより、3つの条件を満たすことはSaaSの必要条件である。SaaSは技術的手法の原則として、すべてのユーザーに共通のプラットフォーム部分と、それぞれのユーザーに合わせた独自のカスタマイズ部分に切り分けている。共通のプラットフォーム部分は基本的にコードの書き換えや追加は行わずノータッチである。実際にコーディングを行うのはカスタマイズ部分だけである。これはあくまで原則であるが、どんな手法をとるにせよ、このようにカスタマイズの3つの条件を同時に満たし、マルチテナントによる経済性を実現する技術の開発が必要不可欠である。
４．システムの連携

　既存のアプリケーションとの連携も、ASPではファイル転送ベースの単純なデータ統合インターフェースの利用が主流で、洗練されたものではなかった。一方、SaaSではAPI（Application Programming Interface）を接続口とし他システムとの一定の連携を実現している。APIとは、あるプラットフォーム（OSやミドルウェ
ア、プログラミング言語
）向けのソフトウェアを開発する際に使用できる命令や関数の集合のことである。また、それらを利用するためのプログラム上の手続きを定めた規約の集合を指す。個々のソフトウェアの開発者がソフトウェアの持つすべての機能をプログラミングするのは困難で無駄が多いため、多くのソフトウェアが共通して利用する機能は、OSやミドルウェアなどの形でまとめて提供されている。主に、ファイル制御、ウインドウ制御、画像処理、文字制御などのための関数として提供されることが多い。個々の開発者は規約に従ってその機能を「呼び出す」だけで、自分でプログラミングすることなくその機能を利用したソフトウェアを作成することができる。APIを使うことでコンピュータソフトウェアが他のソフトウェアと広義の意味で通信しあうことができ、また機械寄りの低レベルプログラム言語を使うソフトウェアと人間寄りの高レベルなプログラミング言語を使うソフトウェアの間の関係をより抽象化するための方法でもある。こうしたシステム間のデジタルな連携はユーザーのアナログな手間を大いに省くことになる。
また、インターネット関連の技術が標準化されたこともSaaSに有利に働いている。まず、HTTP
やTCP／IP
といったプロトコル
技術を誰もが使うようになった。ブラウザも大多数が「インターネットエクスプローラー」を使うようになった。ワードプロセッサやワークシート、あるいは、音声や動画の圧縮技術も標準化された。Web上に提供されている情報やサービス等のWeb APIを組み合わせて、新しいソフトウェアやサービス、データベースなどを作るマッシュアップも注目されている。例を挙げれば、GoogleやYahooの地図サービスや、Amazonの商品情報などがWebサービスとしてAPIを公開されており、これらの機能に独自のユーザーインターフェースを組み合わせて、新しいサービスが提供されている。このように、OSやプログラミング言語に依存したAPIだけでなく、Web上で提供されるWeb APIも加わって、システム間の連携だけでなく、アプリケーション機能も向上しているのである。
５　SaaSの限界

　先にSaaSとASPの比較をしたが、SaaSが注目を集めているのはネットワーク接続環境や情報セキュリティの信頼性向上といった社会的要因が主なものだろう。また、技術的要因としてはカスタマイズ性やAPIを利用した他システムとの連携の向上、シングルインスタンス・マルチテナントによるスケールメリットが挙げられるが、これらを実現するのはSaaSベンダーの、顧客の業界・業務の知識や、ユーザーのニーズに対する理解、保守性とカスタマイズ性を両立させるシステム設計能力と開発技術力であり、ベンダーの実力次第といって過言ではない。
　政府の掲げる情報セキュリティに係わるガイドラインをみてもそうだが、一般的にはソフトウェアを「所有」するのではなく「利用」するという線引きでASPもSaaSも一括りにされている。そのため、中身はASPとなんら変わりないにもかかわらず、看板だけSaaSと付け替え、新たなトレンドにあやかろうとするベンダーさえいる。このような質の低いサービスしか提供できないベンダーもSaaSとみなされ、全体で見たSaaSのレベルが低いと捉えられるかもしれない。最悪、ASPと同様に見放される可能性も考えられる。
　しかし、「所有」から「利用」への流れはもはや止まらない勢いであるし、SaaSの導入とはつまるところ、ＩＴ部門のアウトソーシングである。人材から業務に至るまでアウトソーシングが既に定着してしまっている現在の流れを見れば、企業がSaaSを導入することはごく自然な流れともいえる。

では実際のユーザー企業の利用実態はどうなのだろうか。日経マーケット・アクセス特別報告書のSaaS/ASP 利用実態調査 2008（図３、図４）によれば、利用前の不安としては「サービスの可用性が十分にわからない」というのが圧倒的で、次点の「ネットワークが使えないと業務が滞る」とは大きな差があったが、利用後の回答では可用性の問題については半分近くにまで下がっている。また、「ネットワークが使えないと業務が滞る」や「アプリケーションがカスタマイズできない」が大幅に上がり、「本当に安くなるのかどうか分からない」「セキュリティ面の危険が大きい」の2項目は利用後に問題とする回答者が利用前から大分減っている。今後の利用範囲を「絶対に増やす」が全体の3.6%で「多分増やす」が44.7%で半数弱が増やす意向である。今後使う可能性が高いのは、電子メールなどのコミュニケーション系のサービスやセキュリティ系のサービスなどが挙げられた。このことから、今後日本国内においてもSaaSの需要が拡大していくと考えられる。
一方、実際にSaaSを利用した企業はSaaSのデメリットとして「アプリケーションのカスタマイズができない」を挙げている。多くのベンダーは、ASPとは一線を画するSaaSのカスタマイズのレベルに達しておらず、ユーザー企業のニーズを十分に満たしてはいないようだ。また、カスタマイズ以外にも既存のシステムとの連携の問題やデータベースのデータを自由に扱えないという不便さもある。開発側の視点としては、システムがサーバー側とクライアント側に分断されるので、システムを構築するには両者を連携する必要があり、作りにくい仕組みで応用も利きづらい。

ソフトウェアのカスタマイズ性とシステム間の連携がSaaSにおける最大の課題であり、焦点であると考えられる。
（図３）
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（図４）
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第2章　「所有から利用へ」の潮流
１　「所有から利用へ」の経緯

　ソフトウェアの所有からサービスの利用へという流れを示したのが図５である。左端の「インハウス型」では、企業はサーバーやネットワーク機器などのインフラストラクチャを自社で購入し、それを自社内の施設に収め、そこに購入したアプリケーションソフトウェアを搭載し、自ら業務プロセスを遂行していた。これらすべてを自社で「所有」していたのである。
　次の「ハウジング型」では、企業はIDCという施設の利用を開始し、やがて「ホスティング型」が誕生すると、サーバーなどのインフラストラクチャも、IDCが提供する機材と保守・管理サービスを利用するようになった。

　さらに「ASP／SaaS型」の段階に進むと、企業はアプリケーションソフトウェアも所有せず、ASPベンダーやSaaSベンダーのものを利用するようになった。グループウェアなど、あらゆる企業に共通するソフトウェアでは、ASPベンダーのサービスをIDCが代行して提供するサービス形態も開発された。

　そして右端が、ビジネスプロセスすら自社では所有せず外部サービスを利用する「BPO型」である。ここに至って企業は、業務を遂行するのに必要なインフラストラクチャ、施設、アプリケーションソフトウェアを利用するだけでなく、ビジネスプロセスそのものも外部サービスに任せるようになる。
　ユーザー企業が「ソフトウェアを利用」するサービスがSaaSであり、ユーザー企業がそのソフトウェアを通じて「ビジネスプロセスまで利用」できるようにしたサービスがBPOである。いずれのサービス提供形態が適しているのかは業務分野によって決まるので、なんでもかんでも「利用」することが正しいわけではないが、「所有から利用」への流れは顕著なものとなっている。
　ここにきて、プラットフォームを「利用」しようという考えが出てきている。ここでいうプラットフォームとはソフトウェアの開発環境や動作環境を指す。ソフトウェアの開発環境や動作環境をサービスとして提供しようというのである。これをPaaS（platform as a service）という。PaaSを図５に当てはめるとすると、「ホスティング型」と「ASP／SaaS型」の間に位置するが、その影響力は両者を包み込み、特にSaaSと密接な関係にある。
（図５）
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２　PaaSとSaaS
　SaaSにはソフトウェアの土台(プラットホーム)自体に根本的な問題があると考えられる。もともと、１つのアプリケーションを多くの利用者に使わせて利用者コストを下げるという考え方なので、複雑なことや個別のことには対応が困難である。したがって、カスタマイズやシステム間の連携に限界がある。それに対して、PaaSの登場である。
アメリカでのSaaSビジネスの先駆者である、セールスフォース・ドットコムは２００７年７月PaaSという新しいコンセプトを発表した。これはソフトウェアをネットワークサービスとしてインターネット経由で提供するSaaSの考え方に加えて、アプリケーションプラットフォームをネットワークサービスとして提供しようという考え方である。このPaaSに関して、現時点では、市場においてまだ高い注目を集めているとは言えない状況である。
PaaSにより、ユーザー企業は自社開発のアプリケーションを、SaaSプロバイダの提供するアプリケーションが稼動しているデータセンター内のサーバー上で稼動させることが可能になる。つまり、SaaSのアプリケーションと自社開発のアプリケーションが同一のプラットフォーム上で稼動するというのである。これにより、システムがクライアント側とサーバー側に分断されることなく、SaaSアプリケーションと自社開発システムの連携が容易になる。
　SaaSやASPモデルの大前提は、同じアプリケーションを複数のユーザーに供給することでスケールメリットを実現するということであった。ゆえに、アプリケーションごとの独自のカスタマイズは限定的なものとなる。したがって独自性が必要であれば、独自のアプリケーションを自前で構築し自社内で稼動し、独自性が必要でなければSaaSないしはASPを検討するというトレードオフが存在したわけだが、PaaSにおいては今後、このトレードオフが必ずしも成り立たなくなる。

　そもそも　、PaaSの発想は、セールスフォース・ドットコムが従来とってきたオンデマンド・アプリケーションのカスタマイズ戦略の延長線上にあるものである。同社はこれまでも、CRMアプリケーションである「Salesforce CRM」のカスタマイズ性を継続的に高め、ユーザーに提供してきた。PaaSという新しい概念、そして、それを具現化した「Force.com」プラットフォームは、独自アプリケーションの開発が行える程度までにSaaSアプリケーションのカスタマイズ性が高まったものだと考えられる。また、後に詳しく述べるが、PaaSのプラットフォームは他のSaaSベンダーにも提供される。これにより、PaaSのプラットフォームを仲立ちとして、異なるベンダーが提供するSaaSアプリケーションの連携も容易になる。

　ここでPaaSによるSaaSのコンピューティングシステムにおける位置づけの変化を図６から概観してみる。図６では、縦軸がどこまでをアウトソースするかを表し、横軸がアプリケーションのカスタマイズの度合いを表している。左下に位置するのが最も伝統的な、自社開発のシステムを自社のインフラで稼働するというインハウス型だ。一方、PaaS以前のSaaSは、共通性が高いアプリケーションをインフラも含めて社外で運用するというモデルであり、図６の右上に位置する。さらにその右側には、どのユーザーに対しても同等のアプリケーション機能を提供するインターネットサービスが存在する。このインターネットサービスをASPと置き換えてもよいだろう。
　そして、ここまで述べてきたように、PaaSによりSaaSは2つの方向性をもって、これまで空白となっていた領域に拡大しつつある。すなわち、アプリケーションの連携の向上という方向性と、PaaSプラットフォーム上での自社開発によるアプリケーションの独自性の向上という方向性の2つだ。「所有から利用へ」の流れの中から生まれたSaaSは、その延長としての、しかし、若干異なるフェイズからのアプローチであるPaaSによってその障害を乗り越えようとしているのである。
（図６）
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３　オープンなプラットフォーム
PaaSプロバイダは、自社の提供するプラットフォーム上では自社のSaaSアプリケーションだけを提供するものと考えられそうだが、実はそんなことはない。実際、SaaS、そしてPaaSの先駆者であるセールスフォース・ドットコムは、エンドユーザーとなる企業だけでなく、アプリケーション開発者としての他のSaaSベンダーにもプラットフォームを提供し、そしてそのプラットフォーム上でSaaSビジネスの場を提供するといった、PaaSビジネスを展開している。PaaSを小売りだけではなく、卸売りとしても提供していると考えればよいだろうか。
なぜ、クローズドな仕組みでプラットフォームを占有ししないのだろうか。マイクロソフト社の提供するOSのWindowsシリーズはパソコンの動作環境として、事実上独占状態である。これと同様にプラットフォームを占有してしまえば、市場を独り占めできそうなものである。しかし、PaaSに関してはそうはいかない。そもそもPaaSビジネスはセールスフォース・ドットコムだけの専売特許ではないのだ。SaaSと同様にWebブラウザからネットワークに接続するだけで利用が可能なため、ハードウェアやファームウェアと比べ、新規参入の敷居は低く、同時にユーザーの選択の幅も広くなる。プラットフォームの仕様がクローズドであるのは、ネックになる。クローズドな仕組みで進めると、囲い込みを狙った企業のプラットフォームが乱立状態になり、結局はどこも流行らないで終わりになってしまうとも考えられる。オープンな仕様であれば、あるプラットフォームで動いたソフトウェアが別のプラットフォームでもそのまま動く、といったように、開発者にとってもユーザーにとっても非常にメリットのある方向に向かう。
自社が専有するクローズドなシステムではなく、他社がその上でビジネスを行い、成功するためのプラットフォームを提供し、共存共栄のシステムを構築する。このことは、PaaSビジネスを成功させるうえで重要な要件なのである。とはいえ、オープンになりすぎれば適切な収穫を得ることができなくなるし、過剰にクローズドな戦略をとれば、大きなシェアを獲得することはできない。絶妙なバランス感覚が求められるのである。
第3章　SaaSによる影響
１　SaaSの適用対象
　SaaS、そしてPaaSはソフトウェアの「所有から利用へ」という大きな流れの到達点である。今後とも適用分野が拡大していくことは間違いないし、採用する日本企業も増えていくだろう。しかし、すべてのソフトウェアがSaaSで提供されるかというと、そうはならない。なぜなら、企業が利用する情報システムにはSaaSが適している分野とそうでない分野が存在するからである。
　企業は原材料を調達し、それらを加工して付加価値を付け、ユーザーに販売する。調達し、加工し、販売するという事業活動を行うには、ヒト、モノ、カネなどの経営資源が必要になる。こうした調達から販売までの工程と、そこに要する経営資源の管理に必要とされる、事業活動に直接関係する情報システムをここではエンタープライズシステムと呼ぶことにする。

　対象とするエンタープライズシステムが、競争力強化のためのものなのか、負荷削減のためのものなのかは、SaaSの適用分野を考える上で重要である。
　企業は往々にして、競争力強化のためのシステム投資を優先しがちである。情報システムが差別化の源泉となるのであれば、巨額の開発投資を行って独自システムを構築するという選択肢は今後も消えずに残る。

　現に、自動車メーカーは自社の生産管理システムに、コンビニエンスストアはPOSシステムに、航空会社は航空券の予約・発券システムに、それぞれ莫大な投資を続けている。競争力の源泉であるこれらの分野が、今後SaaS化されることは考えられない。

　一方で、負荷削減のための投資はどうしても後回しになる。費用削減のためにお金を使うという発想は、なかなか生理的に受け入れられないものである。

　その点SaaSは導入時に多額のキャシュアウトがなく、一般的に月極め料金で変動に対応でき、いつでもキャンセルできる。情報システム部門のエンジニアも不要である。負荷削減を目的とするエンタープライズシステムとSaaSはきわめて相性がよいのである。
　つまり、企業がそのエンタープライズシステムに競争力強化を求めるのか、負荷削減を求めるのかによって、独自システム、パッケージソフト、SaaSのいずれかを選択することになる。

　強力な差別化が必要なエンタープライズシステムであれば、従来どおりのインハウス型の独自システムが選ばれる。自社独自のアプリケーションを自社のインフラで稼働するという方式だ。この方式が消滅することは将来もないと思われる。ただし、その一方で、この方式に固執し、すべての業務アプリケーションをこれで稼働しようとする企業の競争力は低下することになるだろう。
一方、他企業との競争力までは要求されないが、迅速性と独自性が必要とされる分野にはSaaSが適用される。この分野の中でも、より独自性が求められる場合はPaaSによって迅速に独自アプリケーションを開発する。SaaSは競争力強化よりも負荷削減を目的としたエンタープライズシステムで先行して使われていくだろう。ちなみにパッケージソフトはインハウス型とSaaS／PaaS型の中間にあると思ってもらえればいい。

　これは、いわゆるポートフォリオ管理である。アプリケーション群のポートフォリオ管理を適切に行えるかどうかが、ITのビジネス価値に大きく影響する時代がすでに来ているのである。
２　SIerの業務と分類
　SaaSは、図６にあるように、従来のソフトウェアビジネスでは踏み込めなかった領域でビジネスを展開していくようだが、SaaSの動向は日本の従来型のソフトウェアベンダーにとって無関係なのだろうか。当然無関係なはずがない。SaaSが、SIerを中心としたソフトウェアベンダーにどんな影響をもたらすのかについて述べる前に、SIerについて触れておこう。
　SIerとは本来は、複数のベンダーから調達したパッケージソフトウェアやハードウェアなどを１つのシステムとして組み合わせる事業に特化した事業者のことであるが、個別企業のために、顧客の業務内容を分析し、問題に合わせた情報システムの企画、構築、運用などの業務も請け負う。大手SIerともなれば、企業経営のコンサルティングから情報システムの構築・運用・保守・管理までをトータルに請け負うことも多い。もちろん、このすべての過程を1社で担うことは少ない。納期の短縮やリスクの分散、コスト削減を目的として、複数の協力会社（グループ企業や下請け企業）に発注し、全体の品質管理や、工程管理を大手SIerが行いながら完成させることになる。
・SIerの業務の流れ

ここでSIerの業務の流れを紹介しよう。SIerの業務は概ね、①要件定義、②設計、③製造、④試験、⑤納品、⑥運用・保守の6つの段階に分けられる。

システム開発を行うには、最初にそれぞれの顧客業務の流れや仕組みを理解しなければならない。その上で、システム構築を依頼した顧客の問題を解決するために、どのような機能や仕組みが必要か、それが技術的にも予算的にも実現できるものなのかを話し合い、基本事項をまとめ、仕様書を作成する。この段階が①の要件定義である。

次に②の設計である。作業としては一般的に、「基本設計」と「詳細設計」のさらに2つの段階に分けられる。基本設計では、顧客の意見などを仕様書に取り入れ明確化された要求を、どのような機能によって満たすかなどの概要を設計する。具体的には、何のためのシステムか、どう使われるのか、要求を満たすための機能は何か、画面のレイアウトはどうするか、使うデータ形式は何にするか、使用するハードウェアやOS、開発に使用するプログラミング言語といった、システムの使われ方や構成を規定する。「詳細設計」では基本設計で整理したシステムの機能を実現するための設計をする。システムを機能ごとにサブシステム化し、最終的にプログラマーが読んでプログラムが書けるレベルまで詳細に設計していく。

続いて③の製造では、策定された「詳細設計」に従ってプログラマーがシステムを実際に構築していく。いわゆるコーディングである。そして、作ったプログラムが設計どおりに動作するかチェックする段階が④の試験で、ここを通過した完成品を顧客先の環境に納入し、本稼動させたとき問題なく稼動すればめでたく⑤の納品となる。最後の⑥の運用・保守では、納品後しばらくは顧客先のシステム担当者やユーザーへ操作や運用のやり方をトレーニングしたり、マニュアル整備などを行ったりする。また、対象業務に制度改正があった場合のシステム対応といった継続的なメンテナンスも行う。

・SIerの分類

　SIerは、その出資元との関係により、「ユーザー系」「メーカー系」「独立系」「コンサル系」の４つに分類される。以下それぞれの特徴について述べる。

・ユーザー系

　ユーザー系とは、企業の社内情報システム部門が子会社として分離独立したSIerである。金融、製造、物流、通信、鉄道など、親会社が属する業界の業務知識に精通しているため、情報システムの得意分野がはっきりしていることが多い。「NTTデータ」「新日鉄ソリューションズ」「住商情報システム」「伊藤忠テクノサイエンス」などがユーザー系の代表的なSIerといえるだろう。

　自社業務に特化したシステムを作る際や、企業機密に関する部分がシステム開発に絡んでくる際には、当然、自社内あるいは子会社でシステム開発するケースが多くなる。このため、ユーザー系SIerの業務はグループ企業のシステム構築が基本となる。システムの規模は親会社や企業グループの規模に比例し、親会社が大手であればシステムの案件も大規模なものとなる。
　しかし、そのままシステム開発の子会社としてのスタンスだけでは、親会社の景気に左右され、受注数も限られてくるうえに、開発後はどうしてもシステムの運用・保守だけに時間をとられる傾向がある。このため、エンジニアのスキルが一定レベル以上には上がらず、システム開発のコストが余計にかかる体質に陥る恐れもある。そこで、現在は、業界特有のノウハウをコンサルティング面でも活かし、グループ企業とは離れた顧客へも積極的にビジネス展開を図る姿勢へとシフトしているSIerが多い。こうしたSIerの中でも、特に親会社への依存性が低く、独立色の強いSIerは「独立系」に分類される。
・メーカー系

　メーカー系は、メインフレームやサーバー、PCなどのハードウェアメーカーのソフトウェア開発部門が子会社として独立した企業、あるいはそのメーカー傘下にあるシステム関連会社を指す。「NEC」と「NECソフト」、「富士通」と「富士通ビジネスシステム」、「日立製作所」と「日立情報システムズ」など、グループの双方がこのカテゴリーに共存しているケースが多い。
　メーカー系では、コアとなる自社製品と、それに伴う開発力・技術力がきちんと備わっているため、当然のことながら、自社グループのハードウェアやソフトウェアを適用したシステムに大きな強みを発揮する。ユーザー系のSIerがそれぞれの業務知識に優位性を発揮しているのに対して、メーカー系のSIerは、製品開発とも連携した技術知識の高さが強みといえる。

　長らく、自社グループ製品の販売支援に主眼をおいていたこれらのメーカー系SIerも、顧客ニーズの多様化と、さまざまなハードウェア・ソフトウェアメーカーの製品を組み合わせたオープン化、マルチベンダー化の流れを受けて、近年は幅広い業務知識や技術知識で武装し、自社グループ製品のみにこだわらない提案も積極的に行うようになってきた。また、「マイクロソフト」「日本オラクル」「SAPジャパン」といった外資系ソフトウェア企業のSIerは、本国で作成したパッケージ製品のローカライズ（日本語化、日本独自仕様の追加など）や保守サポート、コンサルティング、教育など、コアシステムの構築以外に注力するケースが多い。
・独立系

　独立系SIerとは、特定の親会社を持たず、まさに実力のみでIT業界を生き抜いてきたSIerであり、独自の技術と戦略に基づいて柔軟に業務を進めることができるのが独立系SIerの強みである。

　過去にさかのぼれば、ユーザー系のIT子会社であったというケースも少なくないが、現実の環境では業界・業種にこだわらず、幅広くビジネスを展開できるため、特定の業界や企業の景気に左右されにくい。また、システム構築に当っては、どのメーカーのハードウェアやソフトウェアも調達できるため、顧客のシビアなコスト要求にも見合った提案がしやすい点も有利だ。このカテゴリーの代表的なSIerには「大塚商会」「CTC」「CSK」「インテック」「富士ソフトABC」などが並ぶ。

　ただし、独立系には約2万社といわれるほど数多くのSIerがひしめいており、SIerの中でも独立系SIerの数が最も多い。このため、競争力のあるパッケージソフトやソリューション力を擁し、特定企業との長期的なパートナーシップを築いている安定性のあるSIerが存在する一方で、常に二次請け、三次請けといった下請けに甘んじている独立系SIerも多いのが現実である。

・コンサル系

　コンサル系とは、システム構築や運用管理といった技術系のビジネスより、企業改革やビジネスモデルの提案といった「経営コンサルティング」に主眼を置いたSIerのことで、コンサルティングファームとも呼ばれている。「野村総合研究所」「日本総合研究所」「アクセンチュア」「フューチャーズシステムコンサルティング」などが有名である。経営コンサルティングからシステム開発、メンテナンスに至るまで、顧客企業にワンストップサービス
を提供できる強みがある。その一方で、システム開発や技術面では、やはり他のSIerの力を借りる場面が多い。どちらかといえばプロジェクトの上流工程に関わり、ソリューション提案に最大の強みを発揮する。
３　SIerとSaaS

　各SIerの特徴から考えるに、SaaSの影響を受けるのはユーザー系、コンサル系、独立系の３つである。一方で、メーカー系が受ける影響は最も小さいだろう。
　メインフレームやオフコン
が企業の情報システムの中心であった時代ならばメーカー系も大きな影響を受けていただろうが、既に、IDCのマネジドサービスやオープンな仕様のコンピューターが普及したことによって、情報システムの基幹としてハードウェアを販売するというビジネスモデルはすっかり食い尽くされている。
　メーカー系SIerの事業は製品を中心としたソフトウェア開発がメインである。製品を動作させる、もしくは製品と製品の仲立ちをする、組み込みと呼ばれるソフトウェアの開発が多く、企業の業務支援を中心とするエンタープライズシステムとは分野が異なるのである。そもそも、製品としての面が強く、インターネットを介してサービスとして提供するようなものでもない。また、それぞれの製品独自のソフトウェアを開発するのだから、当然独自性が極めて強く、SaaS適用分野にもあてはまらない。
メーカー系SIerに影響を与えるとしたら、PaaSのほうだろう。今までは複数のハードウェアやソフトウェアを組み合わせて情報システムのインフラストラクチャを構築するということをしてきた。ところが、PaaSはホスティングの機能も持ち合わせているため、このインフラストラクチャの領域に侵食する。とはいっても、PaaSのインフラストラクチャの領域への侵食はすべてのSIerにしても同じことが言えるので、他の３種のSIerに比べれば全体として受ける影響は小さい。
　ユーザー系SIerはSaaSの影響を強く受けるだろう。その理由はシステム構築を手がける分野にある。ユーザー系SIerは、もともと企業の情報システム部門であり、その業務内容は事業活動を支援するエンタープライズシステムの構築である。この分野はSaaSが得意とする分野と一致しているため、SaaSとは真っ向から競合することになる。高度な独自性と競争力強化を目的としたシステムに関しては従来通りに一括請け負いして独自のシステム開発を行うことになるだろうが、コスト軽減を目的とし、そこまで独自性を必要としないシステムについてはSaaSのほうが有利になる。さらに、メーカー系のところでも述べたが、PaaSのことまで考えると、今までスクラッチ開発をしていたインフラストラクチャの部分までも侵食されてしまう。
　独立系が受ける影響に関しては、顧客の業界やシステム構築を手がける分野によってかなり差が出る。お得意先がメーカー企業で、且つ業務内容が製品へのソフトウェアの組み込みなどであれば、ほとんど影響を受けることはないだろう。一方で、顧客のエンタープライズシステムの構築をメインに行っているような独立系SIerについては、ユーザー系と同様である。特定の企業と長期的なパートナーシップを築いておらず、安定的に案件を取れないSIerはユーザー系のように親会社の後ろ盾もないこともあり、まともにそのあおりを受ける。コンサル系SIerもエンタープライズシステムの構築がメイン業務なので、これと同様である。
　SaaSの影響が大きいものから順に並べると、「コンサル系SIer」「エンタープライズシステムの構築を手がける独立系SIer」＞「ユーザー系SIer」＞「組み込み等を手がける独立系SIer」「メーカー系SIer」となるだろう。
４　SIerの展望

　SaaSの影響が大きいと思われる「コンサル系SIer」「独立系SIer」「ユーザー系SIer」の今後の展望について考察していくが、組み込み等をメインに手がける独立系SIerはSaaSの影響をほとんど受けないので「独立系」からこれを除く。

　ユーザー系、独立系、コンサル系はいずれもSaaSの普及によって間違いなくダメージを受けることになるだろう。SaaSによって侵食された分だけ、事業規模の縮小、ひいては企業規模の縮小を余儀なくされるだろう。また、特定の業界や業務に特化した強みがなければ、仕事をすべてSaaSに奪われてしまいかねない。そうならないためにはどうすればよいだろうか。ここから導き出される答えは、SaaS事業への展開である。差別化を要求されない分野にSaaSが選ばれるというのなら、こちらもSaaSの提供を始めればよい。SaaSは何も新鋭SaaSベンダー達だけの専売特許ではないのである。また、ソフトウェアだけでなく、ハードウェアにも精通した技術を持つメーカー系SIerなんかはPaaSビジネスへの展開もできるかもしれない。今後SaaSはソフトウェア事業の一つとして確立し、多くのSIerがその事業項目にSaaSを取り入れることになるだろう。
　SaaS事業への展開にあたって、これまでに築いてきた技術とノウハウが重要であり、この技術とノウハウは先に述べたSIerの業務の流れと大きく関係してくる。まず、SaaSに限ったことではないがアプリケーションの開発には顧客の業界や業務を熟知している必要があり、顧客のニーズを引き出すだけのコンサルティングも要求される。つまり「要件定義」に係るノウハウである。次に、第1章でも述べたが、SaaSを成功させる鍵はマルチテナントによる規模の経済を実現することである。そのためには、「機能」「時間」「保守性」の３条件を同時に満たすカスタマイズ性が要求される。そしてこのカスタマイズ性を実現するのがシステムの「設計」技術である。「要件定義」と「設計」の2つの業務に注力し、これらの技術とノウハウを積み上げてきたSIerは今後のSaaS事業の展開に成功するだろう。
ユーザー系は親会社からのシステム構築の委託の下に、「要件定義」と「設計」の二つの上流工程を押さえていることが多い。ここで気がかりになるのがコンサル系と独立系である。コンサル系SIerは技術面よりもコンサルティングに特化している。そのため、「設計」に係る技術力が欠落しているのだ。もともと、技術面に関しては他のSIerの力を借りることが多く、SaaS事業を始めるにしても、今後も他のSIerに頼らざるを得ないだろう。独立系に至っては、「要件定義」と「設計」の両方を押さえている安定したSIerは別として、常に二次請け、三次請けといった下請けに甘んじている弱小SIerは下流工程が主な業務であり、「要件定義」どころか「設計」にすら関われていない。これらのSIerはSaaSの時代にも薄利な下請けから脱却できずにいる可能性が高いと思われる。大手SIerとその下請けの構造は今後も続くと思われるが、｢要件定義｣の段階の業務すら押さえておらず、実際の中身の業務をすべて下請けに丸投げしているような大手SIerであれば、SaaSを皮切りに衰退していくだろう。逆に、ハードウェアを格納する設備や人員の確保ができずに、現在下請けに在るようなSIerは「要件定義」と「設計」の実力さえあれば今後その頭角を現していくだろう。なぜなら、「所有から利用」の流れの中でSaaSに加えPaaSも登場し、そのPaaSを利用すればインフラやプラットフォームといった基盤部分に経営資源を割くことなく、純粋に顧客の業務アプリケーションの作成に注力できるためである。
おわりに
　かつてベンダーは、ユーザー企業にハードウェアを所有させることでビジネスを成立させていた。その場限りの売り切りの代金だけでなく、故障への備えとして継続的な保守料なるものも毎年請求していた。しかし、ハードウェアが普遍化し、IDCのマネジドサービスが登場したことなどにより、ユーザー企業はハードウェアを所有する負荷から解放された。この「所有から利用へ」の変化はハードウェアビジネスに少なからずダメージを与えた。そのハードウェアを売ってきた販売チャネルも同様である。ハードウェアそのものの売上が減少しただけではない。ハードウェアに付随する各種ソフトウェア、セキュリティ、周辺機器などの売上も期待できなくなった。システムをセットアップしたり、オフィス内の配線工事を請け負ったりという仕事もなくなった。つまり、「ユーザー企業に代わって負荷を代行する」というビジネスが消えてしまったのである。
　そして今、ユーザー企業の目の前には、SaaSというソフトウェアを「利用」することで負荷から解放されるビジネスモデルが提示された。マニュアルに従ってサーバーに動作環境を構築し、様々なソフトウェアを順番にインストールし、パッケージソフトをカスタマイズする作業はもはやユーザーの責任範囲ではなくなった。障害のたびに原因を絞り込み、複数のソフト開発ベンダーと連絡を取りながら対策を施す必要もない。ウィルス対策、ログ取得、バックアップ、バージョンアップといった作業もSaaSベンダーが行ってくれる。ここにきてまた販売チャネルは、ユーザー企業に代わって負荷を代行するビジネス、そして、その付加価値を失ってしまったことになる。
今後ベンダーが生き残っていくためには、新たな付加価値を持ったビジネス、つまりはSaaS・PaaSビジネスの展開が必要である。新たなビジネスへの展開は事業の多様化に繋がりベンダーにとって少なからず負担を強いるかもしれないが、決して悪いことばかりではない。
例えば、従来の日本のSIerは受注開発であることが多く、収益性が低かった。受注開発の場合、ライセンスがユーザー企業に帰属する契約となっていることが多く、SIerは過去の製品を再利用して、生産性を上げることができなかったし、外販されることも少なかった。受注開発を行うSIerの隆盛は、日本の国際競争力を低下させてきたともいえる。この点SaaSならば作成したソフトウェアのライセンスはベンダーのものとなり、以降のソフトウェア開発に再利用して、生産性を上げることが可能となる。
他にも、従来の開発モデルでは、ベンダーは大きなプロジェクトに注力するために、小さな案件を避ける傾向があった。小さな案件は採算が合いにくく、人員の確保が困難であったため止むを得ないことであるが、これは顧客からすれば不満であった。PaaSを使えば、ベンダーはプラットフォームには基本的にノータッチでアプリケーションの作成に集中できるし、プラットフォームに貴重な人員を割かなくて済む。ベンダーにとって採算が合わなかった小さな案件であっても、このようにしてアプリケーションサービスを提供すれば、顧客も喜ぶし、満足を提供することで将来大きなプロジェクトの受注にもつながる。このように、注力すべき大きな仕事と、プラットフォームで簡単に実現する小さな仕事とが補完関係になるのである。
「所有から利用へ」の流れのもとに登場したSaaS、そしてPaaSは当初、より広い市場を開放することで、多重下請けに喘ぐ弱小SIerをその下請け構造から解き放つ希望となるのではないかと考えたが、実情はそう甘くはなかった。下流工程にしか関われない弱小SIerは今後もその地位を上げることは困難であるし、上流工程を押さえている大手SIerに下克上を起こすことはなさそうである。しかし、少なくとも、業務の中身を丸投げにしていた大手SIerの没落は免れないだろうし、その丸投げのおかげで上流工程のノウハウを積んでいた下請けSIerは今後の活躍が期待できそうである。
参考図書　　SaaSで激変するソフトウェア・ビジネス～ソフトウェア業界を揺るがす破壊的イノベーション～／城田真琴（著）／2007年10月24日／毎日コミュニケーションズ（発行）
　　　　　　SaaSはASPを超えた／北原佳郎（著）／2007年9月1日／上坂伸一（発行者）／株式会社ファーストプレス（発行所）
　　　　　　SI[システム・インテグレータ]業界知りたいことがスグわかる!!／2005年3月10日／白井和夫・宮野ナナ（著）／鵜野健二（発行者）／こう書房（発行所）
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� ソフトウェア：本稿においてソフトウェアとアプリケーションはほぼ同義であるが、後者はよりユーザー寄りの位置づけである。





� システム：情報システムまたはコンピューターシステムと同義。本稿ではコンピューターとネットワーク、それを制御するソフトウェアの総称、もしくはその全体の運用管理までを含んだものと定義する。





� ASP（Application Service Provider）：第１章４節に詳細記述。





� SIer：System Integrationの略称SIに「～する人」を意味する-erをつけて「System Integrater」とした造語。個別企業のために情報システムを構築することを生業とする会社。第３章２節に詳細記述。





� CRM（Customer Relationship Management）：顧客の購買行動や年齢、性別、趣味などの個人の情報を収集し、その活用により、効率の良い営業活動を行うためのマーケティングの手法。





� SFA（Sales Force Automation）


パソコンやインターネットなどの情報通信技術を駆使して企業の営業部門を効率化すること。また、そのための情報システム。





� ERP（Enterprise Resource Planning）


日本では統合業務パッケージと呼ばれており、受注・販売管理、在庫管理、生産管理、会計といった企業の基幹業務をサポートする情報システムパッケージのこと。もともと製造業向けの情報システムパッケージとして育ってきたが、現在は他業種でも利用できるものもある。





� SCM（supply chain management）


主に製造業や流通業において、原材料や部品の調達から製造、流通、販売という、生産から最終需要（消費）にいたる商品供給の流れを「供給の鎖」（サプライチェーン）と捉え、それに参加する部門・企業の間で情報を相互に共有・管理することで、ビジネスプロセスの全体最適を目指す戦略的な経営手法、もしくはそのための情報システムをいう。





� HRM（Human Resource Management）


人的資源管理、人材マネジメント。　組織のビジョンや経営目標の達成に向けて、物・金・人・情報といった経営資源のうち、「人」という経営資源に注目をし、その「人」 を有効活用するための仕組みを体系的に構築・運用しようとする活動。より具体的には、戦略を実現するについて、企業の将来における人的資源の需要を予測、確保し、確保した人材を動機づけていくための一連の活動を指し、採用、開発、配置、評価、報酬までを含む広範な活動を含む。





� メインフレーム


大型高性能コンピューターの総称。「汎用コンピューター」「ホストコンピューター」と呼ばれることもある。1990年台まで企業の基幹システムはメーカーの独自ＯＳを搭載したメインフレームを中心に構築されていた。





� ＯＳ（Operating System）


キーボード入力や画面出力といった入出力機能やディスクやメモリの管理など、多くのアプリケーションソフトから共通して利用される基本的な機能を提供し、コンピューターシステム全体を管理するソフトウェア。パソコン向けのＯＳとして広く利用されているものにはMicrosoft社のWindowsシリーズやApple社のMac OS Xなどが有名である。





� CPU（Central Processing Unit）


コンピューターを構成する部品の一つで、各装置の制御やデータの計算・加工を行なう装置。





� サーバー


コンピューターネットワークにおいて、クライアントコンピューターに対し、自身の持っている機能やデータを提供するコンピューターのこと。





� データセンター


顧客のサーバーを預かり、インターネットへの接続回線や保守・運用サービスなどを提供する施設。IDCともいう。





� ストレージ


コンピューター内でデータやプログラムを記憶する装置。ハードディスクやフロッピーディスク、MO、CD-R、磁気テープなどがこれにあたる。





� クライアント


コンピューターネットワークにおいて、サーバコンピュータの提供する機能やデータを利用するコンピューターのこと。家庭でインターネットを利用する際のパソコンなどが該当する。また、サーバソフトウェアの提供する機能やデータ利用するソフトウェアのこと。Webブラウザなどが該当する。





� アナログ回線


ごく普通の昔からある電話回線。





� ISDN回線


電話やFAX、データ通信を統合して扱うデジタル通信網。





� ソースコード


人間がプログラミング言語を用いて記述したソフトウェアの設計図。コードもこれに同じ。





� プログラムコード


ソースコードとほぼ同義。





� バックアップ


データの写しを取って保存すること。コンピューターに保存されたデータやプログラムを、破損やコンピュータウイルス感染などの事態に備え、別の記憶媒体に保存すること。





� SLA（Service Level Agreement）


IT関連サービスの提供者が、サービスの内容や品質を利用者に保証する取り決めを指す。システムの企画・開発・運用だけでなく、ネットワーク、ヘルプデスクなど幅広いサービスが対象になる。最近では、新たなSLAの対象として、SaaSが浮上している。 一般にSLAでは、サービスの範囲やサービスの品質を評価する指標、指標に基づく品質の目標値―などを取り決める。





� インターフェース


「ハードウェアインターフェース」「ソフトウェアインターフェース」「ユーザーインターフェース」の３つに大別されるが、本稿では「ユーザーインターフェース」の意。コンピューターがユーザーに対して情報を表示する方式や、逆に、ユーザーが情報を入力するための方式を定めたもの。





� HTML


Webページを記述するためのマークアップ言語。W3Cが作成している規格。





� アーキテクチャ


ハードウェア、ＯＳ、ネットワーク、アプリケーションソフトなどの基本設計や基本構成のこと。





� データベース


複数のアプリケーションソフトまたはユーザーによって共有されるデータの集合のこと。また、その管理システムを含める場合もある。





� コーディング


プログラミング言語を使ってソフトウェアの設計図にあたるソースコードを作成すること。プログラミングとほぼ同義。





� ミドルウェア


ＯＳ上で動作し、アプリケーションソフトに対してOSよりも高度で具体的な機能を提供するソフトウェア。ＯＳとアプリケーションソフトの中間的な性格を持っている。





� プログラミング言語


ソフトウェアの設計図に当たるソースコードを記述するための言語。





� HTTP（HyperText Transfer Protocol）


Webサーバーとクライアント(Webブラウザなど)がデータを送受信するのに使われるプロトコル。HTML文書や、文書に関連付けられている画像、音声、動画などのファイルを、表現形式などの情報を含めてやり取りできる。





� TCP/IP（Transmission Control Protocol/Internet Protocol）


インターネットやイントラネットで標準的に使われるプロトコル。





�プロトコル


ネットワークを介してコンピューター同士が通信を行なう上で、相互に決められた約束事の集合。通信手順、通信規約などと呼ばれることもある。





�ワンストップサービス


必要とする作業を1度の手続きですべて行えるように設計されたサービス。





�オフコン


事務処理に特化したコンピューター。伝票発行や販売管理、財務管理などの機能を備え、主に中小企業の業務に使われる。
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